
歳　

入

■
市
税
は
約　

億
６
千　

万
円
の
減

１２

５９１

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
、
前
年
度
予

算
額　

億
８
千　

万
円
に
対
し
、
今
年
度
予

２８０

２９２

算
額
が　

億
１
千　

万
円
で
、
約　

億
６
千

２６８

７０１

１２

　

万
円
の
減
収
と
な
り
ま
し
た
。
主
な
も

５９１の
と
し
て
は
個
人
市
民
税
が
約
３
億
７
千

　

万
円
の
減
、
法
人
市
民
税
が
約
５
億
９
千

２４６
　

万
円
の
減
、
固
定
資
産
税
が
約
２
億　

万

２３２

８０４

円
の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

市
税
の
収
納
率
は
、
平
成　

年
度　

。４

２０

９４

％
と
道
内
の
人
口　

万
人
以
上
の
都
市
で

１０

は
札
幌
に
次
ぐ
水
準
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

今
後
も
収
納
体
制
の
強
化
に
努
め
、
さ
ら
な

る
収
納
率
の
向
上
を
目
指
し
ま
す
。

■
地
方
交
付
税
な
ど　

億
５
千
万
円
増

１３

　

す
べ
て
の
地
方
公
共
団
体
が
、
一
定
水
準

の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
で
き
る
よ
う
に

国
は
地
方
交
付
税
を
交
付
し
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
と
そ
の
振
り
替
え
分
の
特
別

な
市
債
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
前
年

度
比　

億
５
千
万
の
増
額
を
見
込
ん
で
い

１３

ま
す
。

■
市
債
は
前
年
度
比
７
億
８
千　

万
円　
　
　

３６０

　
　
　

の
減
額
（
臨
時
財
政
対
策
債
は
除
く
）

　

主
に
建
設
事
業
を
行
う
た
め
に
借
り
入

れ
る
市
債
は
、
世
代
間
負
担
の
公
平
性
の
確

保
と
と
も
に
大
型
事
業
実
施
の
当
面
の
財

源
と
し
て
有
効
な
手
段
で
す
が
、
市
債
の
返

済
金
で
あ
る
公
債
費
の
増
加
は
、
財
政
硬
直

化
の
要
因
と
な
り
ま
す
。

　

前
年
度
に
引
き
続
き
第
１
学
校
給
食
共

同
調
理
場
移
転
新
築
事
業
、
沼
ノ
端
健
康
増

進
施
設
建
設
事
業
（
沼
ノ
端
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン

タ
ー
）
な
ど
を
行
い
ま
す
が
、
前
年
度
に
比

べ
７
億
８
千　

万
円
の
減
額
に
な
り
ま
す
。

３６０

　
　

年
度
の
市
債
残
高
見
込
み
額
は
、
前
年

２２
度
か
ら
約
８
億
４
千　

万
円
減
の
約　

億

８００

６４５

９
千　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

８００歳　

出

■
人
件
費
は
前
年
度
比
約
０
。３
％
の
増
加

　

市
職
員
の
給
与
、
退
職
金
、
議
員
や
委
員

の
報
酬
な
ど
の
経
費
で
あ
る
人
件
費
は
、
職

員
数
の
削
減（
▲
１
。０
％
）や
、
独
自
給
与

削
減（
▲
１
。８
％
）な
ど
で
給
与
費
は
減
額

と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
退
職
者
数
の
増
加

に
伴
う
退
職
金
の
増
加
や
共
済
組
合
事
業

主
負
担
分
の
増
加
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
約

３
千　

万
円
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

２００

■
扶
助
費
は
約　

。８
％
の
増
加

１８

　

高
齢
者
・
児
童
・
生
活
困
窮
者
な
ど
を
援

助
す
る
た
め
の
経
費
で
あ
る
扶
助
費
は
、
長

引
く
景
気
低
迷
に
よ
る
生
活
保
護
受
給
者

の
増
加
や
子
ど
も
手
当
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
比　

。８
％
増
の
約　

億
６
千　

万
円
の

１８

２８

７００

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

■
公
債
費
は
約
１
。９
％
の
減
少

　

施
設
建
設
な
ど
の
た
め
に
借
り
入
れ
た

市
債
を
返
済
す
る
経
費
で
あ
る
公
債
費
は
、

起
債
を
適
正
規
模
の
発
行
に
止
め
た
こ
と

に
よ
り
、
元
金
償
還
額
の
減
少
が
図
ら
れ
た

た
め
、
前
年
度
比
約
１
。９
％
減
の
約
１
億

４
千　

万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

７８０

■
普
通
建
設
事
業
費
は
約　

。９
％
の
減
少

１２

　

学
校
、
道
路
、
公
園
な
ど
の
整
備
を
行
う

た
め
の
経
費
で
あ
る
普
通
建
設
事
業
費
は
、

全
体
と
し
て
前
年
度
比
約　

。９
％
減
の
約

１２

５
億
９
千　

万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

１００

こ
れ
は
、
第
１
学
校
給
食
共
同
調
理
場
移
転

新
築
事
業
や
健
康
増
進
施
設
建
設
事
業
（
沼

ノ
端
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
）
な
ど
前
年
度
か

ら
の
継
続
事
業
以
外
で
新
た
な
大
型
建
設

事
業
を
予
定
し
て
い
な
い
た
め
で
す
。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
長
引
く
不
況
に

よ
り
税
収
が
落
ち
込
む
な
ど
厳
し
い
財
政
状

況
の
中
で
の
編
成
と
な
り
ま
し
た
。
予
算
執

行
は
、
財
政
健
全
化
と
地
域
経
済
の
活
性
化

と
い
う
課
題
の
両
立
に
向
け
、
さ
ら
な
る
事

務
事
業
の
見
直
し
や
経
費
の
縮
減
を
図
り
、

健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。

市税収入の推移
※２１・２２年度は予算額、１９年度の増額は税源移譲によるもの

２２年度の内訳は、固定資産税が約５２％、市民税（個人）が
約２８％、市民税（法人）が約６％となっています

特集：平成２２年度市政方針・教育行政執行方針・予算

一
般
会
計
の
歳
入
と
歳
出
の
特
徴

（単位：億円）

２６８

１３８

７５

１６

３９

２９１

１５９

５８

３０

４４
２８１

１５５

５７

２６

４３
２６８

１４６

５４

２７

４１

２６４

１４４

５１

２７

４２

２６７

１４４

５４

２７

４２

２６９

１３６

６０

２８

４５

２８７

１４０

７６

２９

４２

２８９

１４２

７８

２７

４２
２８１

１４０

７９

２１

４１

　

年
度

１３
　

年
度

１４
　

年
度

１５
　

年
度

１６
　

年
度

１７
　

年
度

１８
　

年
度

１９
　

年
度

２０
　

年
度

２１
　

年
度

２２

固定資産税 市民税（個人）

市民税（法人） その他

7 広報とまこまい　平成２２（２０１０）年・４月 広報とまこまい　平成２２（２０１０）年・４月 6

�
戦
略
型
予
算
編
成
方
式（
枠
配
分
方
式
）を
継
続

　

今
回
も
前
年
度
同
様
に
、
枠
配
分
方
式

に
よ
る
戦
略
的
な
予
算
編
成
を
実
施
し
ま

し
た
。
市
長
の
政
策
的
予
算
と
義
務
的
経

費
（
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
）
を
除
い

た
予
算
額
を
事
前
に
各
部
に
配
分
し
、
市

民
目
線
に
近
い
担
当
部
署
の
考
え
を
尊
重

し
て
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

�
一
般
会
計
は
０
。１
％
の
減
、
特
別
会
計
は　

　

４
。５
％
の
増
、
企
業
会
計
は
１
。７
％
の
減

　

今
年
度
の
一
般
会
計
の
予
算
は　

億　
７１２

１００

万
円
で
、
前
年
度
よ
り
５
千
万
円
の
減
少

と
な
り
、
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
と
な
り
ま
し

た
が
、
６
月
に
市
長
選
挙
を
控
え
て
い
る

こ
と
か
ら
骨
格
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
不
況
に
よ
る
厳
し
い
地
域
経
済

を
考
え
、
限
ら
れ
た
財
源
を
や
り
く
り
し
、

扶
助
費
な
ど
義
務
的
経
費
が
増
加
す
る
な

か
、
景
気
と
雇
用
対
策
に
配
慮
す
る
な
ど

本
格
予
算
に
近
い
形
に
な
り
ま
し
た
。

　

特
別
会
計
予
算
は　

億　

万
円
で
、
前

３０５

８０

年
度
よ
り　

億
１
千　

万
円
の
増
加
と
な

１３

３３３

り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
国
民
健
康
保
険
事

業
、
介
護
保
険
事
業
に
お
け
る
給
付
費
な

ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

企
業
会
計
の
予
算
は
、　

億
２
千　

万

２４０

８７９

円
で
、
前
年
度
よ
り
４
億
１
千　

万
円
の

４６４

減
少
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
下
水
道

事
業
、
市
営
住
宅
事
業
に
お
け
る
臨
時
事

業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

今

年

度

の

予

算

の

特

徴

一般会計の予算内訳

平成２２年度予算額　１，２５７億３，０５９万円
（単位：千円）

増減率（％）比較増減２１年度予算額２２年度予算額会　計　名

△０．１△５０，０００７１，２５１，０００７１，２０１，０００一 般 会 計

２．０３１８，５７８１６，０２７，３９３１６，３４５，９７１国民健康保険事業
特

別

会

計

３７．３４，７１９１２，６６１１７，３８０老 人 医 療

△５．８△３８，１６８６５４，３０７６１６，１３９沼ノ端鉄北土地区画整理事業

８．２２１０，０６８２，５７１，０８１２，７８１，１４９職員退職手当基金

１５．１１３，７３４９１，１８０１０４，９１４霊 園 事 業

７．３６１３，８０６８，３９６，１３７９，００９，９４３介 護 保 険 事 業

１３．３１９０，５９６１，４３４，７０９１，６２５，３０５後 期 高 齢 者 医 療

４．５１，３１３，３３３２９，１８７，４６８３０，５００，８０１計

５．３２０７，５１１３，９１９，７３１４，１２７，２４２水 道 事 業
企

業

会

計

△７．６△５２４，４９２６，８６９，９３２６，３４５，４４０下 水 道 事 業

△５．７△８７，８３２１，５３６，６５９１，４４８，８２７自 動 車 運 送 事 業

４．９４５９，０５１９，４６１，３２５９，９２０，３７６市 立 病 院 事 業

△２１．８△２２，１７０１０１，４８５７９，３１５土 地 造 成 事 業

△１８．４△４４６，９９７２，４２２，７９１１，９７５，７９４市 営 住 宅 事 業

０．２２９１１３１，５０４１３１，７９５公設地方卸売市場事業

△１．７△４１４，６３８２４，４４３，４２７２４，０２８，７８９計

０．７８４８，６９５１２４，８８１，８９５１２５，７３０，５９０合　　計

一

般

会

計

の

予

算

平成２２年度市政方針・教育行政執行方針・予算

分担金及び負担金ほか 
２０億２，７６５万円（２．８％）

市税
２６８億１，７０１万円（３７．７％）

国庫支出金
１１８億３，９５５万円（１６．６％）諸収入 １１２億９，３７１万円（１５．９％）

地方交付税 ６８億５，５００万円（９．６％）

市債 ５６億０，２２０万円（７．９％）

道支出金 ３３億０，０７３万円（４．６％）
地方消費税交付金 １８億９，０００万円（２．７％）
地方譲与税 ７億９，３００万円（１．１％）
使用料及び手数料 ７億８，２１５万円（１．１％）

消防費ほか ９億７，０８５万円（１．４％）

公債費 ７７億２，８６１万円（１０．８％）

土木費 ５４億８，７４５万円（７．７％）

教育費 ４３億８，００２万円（６．２％）

商工費 ４０億３，４６７万円（５．７％）

環境衛生費 ２２億６，６７０万円（３．２％）

総務費 １６億７，０３４万円（２．３％）

民生費
２０３億１，１１７万円（２８．５％）

職員費職員費
９６億３，７３５万円（１３．５％）

諸支出金
１４７億１，３８４万円（２０．７％）

歳出
７１２億
１００万円

７１２億
１００万円

歳入


